ＭＭＲ（新三種混合ワクチン）大阪訴訟

国は責任を認め、ただちに控訴をとりさげよ
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一九八九年四月から導入されたＭＭＲワクチン（はしか・風しん・おたふくかぜを混合した新三種混合ワクチン）は当初から、死亡・難聴・小児片麻ひ・無菌性髄膜炎等の副作用を多発させた「欠陥ワクチン」であったにもかかわらず、厚生省（当時）は四年間にわたり子どもたちへの接種を強行しました。副作用は百八十万人の子どもに接種されたうちの、およそ千八百にものぼりました。接種開始直後から、この予防接種の後に死亡または入院するという、あってはならないことが続発したにもかかわらず、厚生省は中止せずに、「人体実験」といえる接種を、九三年四月まで続けました。しかも、期限切れのワクチンを大量に使用していたという事実も最近発覚しました。
九三年十二月、木下大輔くんらの遺族である二家族と、重度の障害を負った上野花ちゃんと家族の三家族が国と財団法人阪大微生物病研究会を相手どり損害賠償請求訴訟を提起しました。被告の無責任な引き延ばしのために一審が九年以上にもおよび、今年一月にようやく結審し、三月十三日に判決が下りました。大阪地裁（吉川慎一裁判長）は、被告の阪大微生物病研究会が薬事法に違反し、無断で製造方法を変更したことが副作用の多発につながったこと、被告の国にはワクチンメーカーを監督すべき条理上の義務があったとして、木下大輔君の遺族と上野花ちゃんらに対する賠償を命じました。しかし、残る原告一家族は、不当にもＭＭＲ接種と死亡に因果関係が認められないとして請求を棄却されました。
　国が主体となってすすめられる予防接種事業に対する国民の信頼を大きく損ねた事件であり、今後の予防接種行政における国民の信頼を取り戻すために、左記のとおり要請します。
要請事項
1、 国は速やかに控訴をとりさげ、原告全員に謝罪し賠償せよ
2、 国が行政上被害認定した一〇六五人の予後を詳細に調査せよ
3、 ＭＭＲに関する資料ならびに情報を全面公開せよ
厚生労働大臣

坂口　力　様

取りまとめ団体


ＭＭＲ被害児を救援する会
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